
（4）費用負担等  

26  保険医敵機瀾、公黄負担医療機関及びその他の病院の種類  ※別表   

「特別の療養環境の提供」に係る全病床に占める差簸べッ  
ド数及びその金醸  

「予約に基づく診察」に係る特別の料金の徴収の有無及び  
その金額  

27  選定療養  
「保険医療機関が表示する診療時間以外の時間における  
診察」に係る特別の料金の徴収の有無及びその金額  

「病床数が200以上の病院について受けた初診」に係る特  
別の料金の徴収の有無及びその金額  

「病床数が200以上の病院について受けた再診」に係る特  
別の料金の徴収の有無及びその金額  

28  治験の実施の有無及び契約件数  報告を行う年度の前年度の治験実施に係る契約件数   

29  クレジットカードによる料金の支払いの可否  

30  先進医療の実施の有無及び内容  ※記入式（文字数等の制限可）   

2．提供サービスや医療連携体制に関する事項  

（1）診療内容、提供保健・医療・介護サービス  

31  専門医の種類及び人数  ※別表   

32  保有する施設設備  ※別表   

33  併設している介護施設  ※別表   

34  対応することができる可能な疾患・治療内容  ※別表   

35  対応することができる短期滞在手術  ※別表   

36  専門外来の有無及び内容  ※記入式（文字数等の制限可）   

健康診断実施の有無及び内容   ※記入式（文字数等の制限可）  
37  健康診断、健康相談の実施  

健康相談実施の有無及び内容   ※記入式（文字数等の制限可）   

38  対応することができる予防接種  ※別表   

39  対応することができる在宅医療  ※別表   

40  対応することができる介護サービス  ※別表   

セカンドオピニオンのための診療情報提供の有無  
41  セカンド・オピニオンに関する状況  

セカンド・オピニオンのための診療の有無及び料金  

医療連携体制に対する窓口設置の有無  
42  地域医療連携体制  

地域連携クリテイカルパスの有無  

地域の保健医療サービス又は福祉サービス  
43   を提供する者との連携に対する窓口設置の  
有無  
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3．医療の実績、結果に関する事項  

医療従事者の人数   ※別表  

ヰ4  病院の人員配置  外来患者を担当する医療従事者の人数   ※別表  

入院患者を担当する医療従事者の人数   ※別表   

45  看護師の配置状況  ※一般病床、療養病床、精神病床、感染症病床、結核病床別の看護配置   

医療安全についての相談窓口設置の有無  

48  法令上の義務以外の医療安全対策  
医療安全管理者の配置の有無及び専任又は兼任の別  

安全管理部門の設置の有無及び部門の構成長の職種  

医療事故情報収集等事業への参加の有無  

院内感染対策を行う者の配置の有無及び専任又は兼任の別  

47  法令上の義務以外の院内感染対策  院内感染対策部門の設置の有無及び部門の構成員の職種  

院内での感染症の発症率に関する分析の実施の有無  

48  入院診療計画策定時における院内の連携体制の有無  

オーダノングシステムの導入の有無及び導入状況  

ICDコードの利用の有無  
49  診療情報管理体制  

電子カルテシステムの導入の有無  

診療録管理専任従事者の有無及び人数  

50  什報開示に関する窓口の有無  

臨床病理検討会の有無  
51  症例検討体制  

予後不良症例に関する院内検討体制の有無  

死亡率、再入院率、疾患別・治療行為別の平均在院日数  
等治療縮果に関する分析の有無  

52  治療結果情報  

死亡率、再入院率、疾患別・治療行為別の平均在院日数  
等治療結果に関する分析結果の提供の有無  

病床種別ごとの患者数   前年度の1日平均患者数  

53  患者数  外来患者の数   前年度の1日平均患者数  

在宅患者の数   前年度の1日平均患者数   

54  平均在院日数  前年度の日数   

55  患者満足度調査   
患者満足度調査実施の有無  

患者満足度調査結果の提供の有無  

56  （財）日本医療機能評価掛附こよる認定の有無  



他の社会保障制度における情報提供制度の例②（介護）  

介護サービス情報の公表制度の主旨   



介護サービス情報の公表制度の仕組み  
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介護サービス情報の公表事項① 【報告事項】  

一 事業所又は施設（以下この表において「事業所等」という。）を運営する法人又は法人でない病院、診療所若しくは薬局（以下この   
号において「法人等」という。）に関する事項   

イ 法人等の名称、主たる事務所の所在地及び電話番号その他の連絡先   
口 法人等の代表者の氏名及び職名   

ハ 法人等の設立年月日   

二 法人等が介護サービスを提供し、又は提供しようとする事業所等の所在地を管轄する都道府県の区域内において提供する介護サービス   
ホ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項  

二 当該報告に係る介護サービスを提供し、又は提供しようとする事業所等に関する事項   
イ 事業所等の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先   
口 介護保険事業所番号   

ハ 事業所等の管理者の氏名及び職名   

二 当該報告に係る事業の開始年月日若しくは開始予定年月日又は指定若しくは許可を受けた年月日（指定又は許可の更新を受けた場合  
にはその直近の年月日）   

ホ 事業所等までの主な利用交通手段   
へ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項  
廟 引こおいて：「従業者   

イ 職種別の従業者の数   

口 従業者の勤務形態、労働時間、 業者一人当たりの利用者、入所者又は入院患   

ハ 従業者の当該報告に係る介護サービスの業務に従事した経験年数等  

という∩）に   

ホ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項  

四 介護サービスの内容に関する事項   

イ 事業所等の運営に関する方針   
口 当該報告に係る介護サービスの内容等   

ハ 当該報告に係る介護サービスの利用者、入所者又は入院患者への提供実績   

二 利用者等（利用者又はその家族をいう。以下同じ。）、入所者等（入所者又はその家族をいう。以下同じ。）又は入院患者等（入院  
患者又はその家族をいう。以下同じ。）からの苦情に対応する窓口等の状況   

ホ 当該報告に係る介護サービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対応に関する事項   

へ 事業所等の介護サービスの提供内容に関する特色等   

卜 利用者等、入所者等又は入院患者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等   
チ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項  

五 当該報告に係る介護サービスを利用するに当たっての利用料等に関する事項  

六 その他都道府県知事が必要と認める事項  
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介護サービス情報の公表事項② 【調査事項】（抄）  

第一 介護サービスの内容に関する事項  

一 介護サービスの提供開始時におlナる利用者等、入所者等又は入院患者等に対する説明及び契約等に当たり、利用者、入所者又は入院  
患者等の権利擁護等のために講じている措置   

ィ 共通事項（（3）については福祉用具貸与、特定福祉用具販売、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売を、（4）に  
ついては居宅介護支援を除く。）   

護サービスの提供 始時における利用者等、入所者等又は入院患者等に対する説明及頭澗者等、入所者等又は入院患者等の  （1）介 
同意の取得の状 

（2） 利用者等、禰 情報の把握及び課題の分析の実施の状況   
（3）利用者、入所者又は入院患者の状態に応じた当該介護サービスに係る計画の作成及び利用者等、入所者等又は入院患者等の風量  

説明の実施の状況   （4）利用者等、入所者等又は入院患者等に対する利用者、入所者又は入院患者が負担する利用料に関する   
口～二 （略）   

利用者本位の介護サービスの質の確保のために講じている措置  

イ 共通事項  

（1） 認知症の利用者、入所者又は入院患者に対する介護サービスの質の確保のための取組の状況   
（2） 利用者、入所者又は入院患者のプライバシーの保護のための取組の状況  
口～ワ （略）  

三 相談、苦情等の対応のために講じている措置   
共通事項  

相談、苦情等の対応のための取組の状況   

四 介護サービスの内容の評価、改善等のために講じている措置   
イ 共通事項（福祉用具貸与、特定福祉用具販売、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売を除く。）   
（1）  

サービスの提 握のための取組の状 

（2）  介護サービスに係る計画等の見直しの実施の状況   

口 （略）  
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五 介護サービスの質の確保、透明性の確保等のために実施している外部の者等との連携   

イ 共通事項   

（（1）については訪問介護（中略）に限る。）   
（1）  支援書門昌等との連携の状況   

（2）  

（3） 地域包括支援センターとの連携¢状況   
口～ヌ （略）   

第二 介護サービスを提供する事業所又は施設の運営状況に関する事項   

一 連切な事業運営の確保のために講じている措置  

共通事項   

（1） 従業者等に対する従業者等が守るべき倫理、法令等の周知等の実施の状況  
（2） 計画的な事業運営のための取組の状況  
（3）  事業運営の透明性の確保のための取組の状況   

の状況   （4） 介護サービスの提供に当たって改善すべき課題に対する取組   

二 事業運営を行う事業所の運営管理、業務分担、情報の共有等のために講じている措置  

共通事項（（3）については、訪問介護（中略）に限る。）   
（1） 事業所又は施設における役割分担等の明確化のための取組の状況  
（2） 介護サービスの提供のために必要な情報について従業者間で共有する  
（3） 従業者からの相談に対する対応及び従業者に対する指導の実施の状況  
安全管理及び衛生管理のために講じている措置  

ための取組の状5  

共通事項  

安全管理及び衛生管理のための取組の状況   

四 情報の管理、個人情報保護等のために講じている措置  

共通事項  

（1）  個人情報の保護の確保のための取組の状況  
（2） 介護サービスの提供記録の開示の実施の状況   

五 介護サービスの質の確保のために総合的に講じている措置  

共通事項  

（1） 従業者筈の計画的な教育、研修等の実施の状況   

（2） 利用者等、個   
（3） 介護サービスの提供のためのマニュアル等の活用及び見直しの実施の状況   

第三 都道府県知事が必要と認めた事項  
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社会福祉事業の評価に関する枠組み  

○社会福祉事業については、社会福祉法により、サービスの質の評価を行うこと等により、良質かつ適切なサー   
ビスを提供する努力義務が課せられている。  

◎ 社会福祉法（昭和26年法律第45号）（抄）  

（福祉サービスの質の向上のための措置等）  

第七十八条 社会福祉事業の経営者は、自らその提供する福祉サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより、常に福祉サービス  
を受ける者の立場に立って良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう努めなければならない。  
2 国は、社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上のための措置を援助するために、福祉サービスの質の公正かつ適切な評価の実施  
に資するための措置を講ずるよう努めなければならない。  
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保育所の自己評価に関する枠組み  

○保育所については、保育所保育指針により、保育の質の向上を図るため、保育所の保育内容等について自   

己評価を行い、その結果を公表する努力義務が課せられている。  

◎ 保育所保育指針（平成20年厚生労働省告示第141号）（抄）  

第四章 保育の計画及び評価  

2．保育の内容の自己評価  

（2）保育所の自己評価   

ア保育所は、保育の質の向上を図るため、保育の計画の展開や保育士等の自己評価結果を踏まえ、当該保育所の保育の内容等について自ら   

価を行い、その結果を公表するよう努めなければならない。   

イ 保育所の自己評価を行うに当たっては、次の事項に留意しなければならない。   

（ア）地域の実情や保育所の実態に即して、適切に評価の観点や項目等を設定し、全職員による共通理解を持って取り組むとともに、評価の結  

果を踏まえ、当該保育所の保育の内容等の改善を図ること。   

（イ）児童福祉施設最低基準第36条の趣旨を踏まえ、保育の内容等の評価に関し、保護者及び地域住民等の意見を聴くことが望ましいこと。  
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「福祉サービス第三者評価事業」の概要  

1． 働・目的   

○ 意義   

事業者の提供するサービスの質を当事者以外の公正・中立な第三者評価機関が専門的かつ客観的な  
立場から評価する事業。  

○ 目的   

個々の事業者が事業運営における問題点を把握し、サービスの質の向上に結びつけること。また、  
福祉サービス第三者評価を受けた結果が公表されることにより、結果として利用者の適切なサービス  
選択に資するための情報となること。  

2価事業 の推進方策   
福祉サービス第三者評価事業の普及・促進を図るため「福祉サービス第三者評価事業に関する  

指針」を発出。  （平成16年5月7日）   
さらにガイドラインを元に、サービス分野別のガイドラインを検討し、順次通知として発出。  

【全国の推進組織】   

全国社会福祉協議会が、評価事業普及協議会t評価基準等委員会を設置し、福祉サービス第三者  

評価事業の推進及び都道府県推進組織に対する支援を行う。  

F者β道府県の推進組織】   

都道府県推進組織が、第三者評価機関認証委員会・第三者評価基準等委員会を設置し、第三者評価  
機関の認証、第三者評価基準の策定、第三者評価基準結果の公表等を行う。  
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「福祉サービス第三者評価事業」の推進体制  

都道府県推進組織  全国社会福祉協講芸  

部遵府県、封選相県社会福祉峻嶺展、艮益法人又  
は茹置府県び適当と認める団体とする  

呈忍従真福祉協議異に評価事巣昌及協議某氏Lf  
評価塾等量委員蓑を詣層  

第三名辞価横間認証委員真  以下の篭輔色素弛  

■．・都道庸偏狂遭組隠こ関するガイドラインIJ〕軍産・資   

財こ関する∴と  

r・．ニノ竃祉サービス巣二者評価相関蒜旺刀イドラ・1ノン≡J：確   

定・更新に関するし二亡  

∴1竃祉サービス第三者評価巫華刀イトラインピ〕策定一  
筆軒に閲丁るこr  

▲∴一馬祉サービス等三者評価総軍肌烏康刀イトライン釣  
野迂・里芋那こ関する∴と  

∴一評価調盛者賛成研暇等モテJL．・刀リヰjつ⊥椚作成・  

草餅モ亡n他評価調査者嚢成研惜に閲す吉∴と  

r■ノ竃祉サービス第三者許魔手零の詮理．野矧こ関する∴   

∴・モロ〕℃竃了止サービス第三菖評価率宥・プ〕花道‡こ慣丁ろ   
．∴－  

競三者評価機閲  

［＿＿竺垂の尋  い第三書評価機関の諾旺  
一∴一幕三者評価事業に関する岩絹等へj刀対軋  

一∴・モの他等三吉評偲手篭の花道  
J  

■l  ＼   

＼． ′′ 醍醐慨 ＼   ■甘姓篭飢 ＼・＼潮に選讃／  事筆報告等   

第三董評価益軍事委員貴  

・∴第三者評価蔓草▲取■LF第三電炉窃爪手法の革定・   

里阿  

り評価調査壱贅戒研位窺り評価調査者織続研隠の   
業馳  

い第三者評価事業に関する偶輯公開見び透見豊栄   

し二・第三者評価絶筆郡上ヒ素等  

福祉サービス事業者  

J偶梅琵供  サ
ー
ビ
う
こ
長
里
 
 

榊 A M N E T・〔、第三者喜判面事業に関する情報の掲載）  

偶搾の利岡  絹掛二り利昭  偶掛n利円  

利  用  者  家  族   



「福祉サービス第三者評価事業」の   

保育所における受審の状況  

受酎年数  丁零7、◆ ニ文王 、  

Hl・7嘲麦   川8旬妻   H19年度   川7年度   H18年度   川9年度   

社鏑  1，766   2，155   3，αは   1．87％   2．24％   3．17％  

うち保誇所   529   650   977   2．3胡も   2．86％   4．28％   

※受容率について、各年10月1日時点儲讃拙（平成19年鹿鮒弔劫8棚）  
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他の社会保障制度における第三者評価の例（介護の一部サービス）  

小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護のサービス評価制度について  
－ビス  

2 タ帽ち 評価の概要  

11）外部評価の意義  
外部評価は、第三者による外部評価の結果と、自己評価の結果を対比し考  
察した上で、外部評価の結果を踏まえて総括的な評価を行う。これによって、  

サービスの質の評価の客観性を高め、サービスの質の改善を図る。   

（2）頻度   

原則、年1回   

（3）評価機関  

公正中立な立場で評価を行うことができる機関として、都道府県が選定した  

法人（自ら評価対象の介護サービスを設置■運営していないこと等が要件）。  

全都道府県に評価機関が設置されており、平成19年12月末現在で295機関。   

第三者としての客観的な立場から外部評価を行うことができる者であって、評  

価機関が実施する所定の研修（講義3日、実習1日）を修了した者。  

（1）サービス評価の義務づけ  

小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護については   

指定基準上、自己評価及び外部評価が義務づけられている。  
（℃ 自己評価  

少なくとも年に1回は、都道府県の定める基準に基づいて、自ら  

サービスの  

質の評価【自己評価】を行い、その結果を公開する。初回の自己評  

価は、  

開設後、概ね6月以上経過後に実施する。   
虐）外部評価   

自己評価と同様に少なくとも年に1回は、各都道府県が選定した評価   

機関が実施するサービス評価【外部評価】を受けその結果を公開する。   

（参考）指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準  
（平成18年厚生労働省令第34号）  

（第72条第2項）指定小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定小規模  
多機能型居宅介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、常に  
その改善を図らなければならない。  

（第97条第7項）指定認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する指定認知  
症対応型共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、  

常にその改善を図らなければならない。   

（2）評価結果の公表   

自己評価及び外部評価の結果について、事業所の組織、建物、利用料、  

利用者数等とともに公表する。  

（評価結果の公表方法）  

・利用申し込みの際の重要事項説明書に添付  

・事業所内での掲示  

・入居者家族への送付  

・市町村への提出  
・運営推進会議での説明  

・インターネット（WAMNET）による公開  

理念の共有／地域との支えあい／理念を実践するための制度の理解  

と活用  

／理念を実践するための体制／人材の育成と支援  

／相談から利用に至るまでの関係づくりとその対応  

／新たな関係づくりとこれまでの関係継続への支援／一人ひとりの把  

握  

／本人がより良く暮らし続けるための介護計画の作成と見直し  

／多機能性を活かした柔軟な支援  

／本人がより良く暮らし続けるための地域資源との協働  

／その人らしい暮らしの支援／その人らしい暮らしを支える生活環境  

づくり  
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び認知症対応型共同生活介護のサービス評価の流れ  小規模多機能型居宅介護及  

事業所  外静絆価機関帝  

［＝面コ   

l  慈果・曲事暮煙   

の擾應  
自己評価  

前
公
表
日
よ
リ
ー
年
以
内
に
実
施
 
 

外部評価の実施  

外部辞儀蔦果の滞り合わせ洞意・確定）  

自己評価・外敵絆  

給果の公儀  
（刷NET）  

価給黒の公儀  
（事纂静内・市町有  

色括センサー嘗）  

華都道府県が選定  

韓 評価の頻度．前評価掴よリ1年以内に実施及び公表  

；新規開設の場合、開設後概ね8ケ月を経過した時点  

で自己評価を実施し、その後外部評価を実施）  
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検討の視点  

○ 市町村においては、法で義務付けられている地域の子育て支援事業に関する情報提供の取組として、広報、   

パンフレット、ホームページ、マップ作成等に取り組んでいるが、乳児全戸家庭訪問事業や乳幼児健診、母親  

学級等の機会や、地域子育て支援拠点事業等を通じ、す瑚  

援の取組が概観できる解りやずい情報が着実に提供される取組を一層促していくことが重要ではないか。  

○また、その上で、子育て中の家庭が、地域の各種子育て支援事業に関する情報を、必要な時に、容易に入手  

できる環境整備について、子育て支援のコーディネートの仕組みの検討と併せ、進めていくべきではないか。  

○利用者のより良い選択、情報の公表を通じたサービスの質の確保・向上等に向け、  

身による情報公表の仕組み  

・公的主体が 事業者からの情報を集約し、一括して客観的lこ解りやすく情報提供する仕組み  

の制度的な位置付けや内容をどう考えるか。   

＜制度として検討すべき内容＞  

※ 他の社会保障制度の例では、  

医療においては、事業者自身による公表に加え、事業者からの報告に基づき都道府県が情報を集約しインター  
ネット等により情報提供  

介護においては、事業者自身による公表に加え、事業者からの報告に基づき都道府県（又は指定情報公表セン   
ター）が情報を集約（一定の情報については都道府県（又は指定調査機関）が調査）し、インターネット等に  
より情報提供  

※ また、対応可能なサービスの詳細（医療）や、従事者の勤務形態・労働時間や業務経験年数、サービスの質の  
確保のための取組や、従業者に対する計画的な研修等の実施状況（介護）など、サービス内容や質の向上に  
幅広い内容について、情報提供の対象としている。  
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○第三者評価については、個々の事業者が、サービス提供における問題点を把握し、質の向上を図っていくため   

に重要な仕組みであり、また、評価結果の公表等により、利用者の適切なサービス選択に資するものとしても、一   

層の充実を図ることが望まれるが、保育所における第三者評価のあり方、受審の促進方策についてどう考えるか。   

※ 他の社会保障制度の例では、医療・介護全般は特段、第三者評価の義務付けはなされていないが、認知症対応型共同  

生活介護（グループホーム）及び小規模多機能型居宅介護（いずれも認知症の要介護者を対象）については自己評価・  

外部評価が義務づけられている。   

※ また、医療・介護では、情報提供（情報公表）が義務づけられる項目の一つとして、第三者評価の受審の有無が  

位置づけられている。  
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